
 

 
 
 
 
 

和 解（一部）契 約 書 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ｘ１、同Ｘ２、及び同Ｘ３（以下申立人ら３名を合わ

せて「申立人ら」という。）と被申立人東京電力株式会社（以下「被申立人」と

いう。）は、次のとおり部分的に和解する。 

第１ 和解の範囲 

 １ 申立人Ｘ１と被申立人は、本件に関し、下記の各損害項目（下記の期間

に限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の

効力は及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ① 避難費用のうち交通費 

        ② 精神的損害（ただし、中間指針第３の６（指針）Ⅰ）に規

定する精神的苦痛に対する慰謝料（以下「日常生活阻害慰謝料」

という。）のうち、中間指針第３の６（指針）Ⅲ）に規定する

金額及び原子力損害賠償紛争解決センター総括基準（避難者の

第２期の慰謝料について）第１（総括基準）に規定する金額に

限るものとする。） 
  期  間 自 平成２３年３月１１日 至 平成２４年３月３１日 
 （但し、②については、自 平成２３年３月１１日 至 平成２４年８月３１日） 
２ 申立人Ｘ２と被申立人は、本件に関し、下記の各損害項目（下記の期間に

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力

は及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ① 精神的損害（ただし、中間指針第３の６（指針）Ⅰ）に規定

する精神的苦痛に対する慰謝料（以下「日常生活阻害慰謝料」

という。）のうち、中間指針第３の６（指針）Ⅲ）に規定する

金額及び原子力損害賠償紛争解決センター総括基準（避難者の

第２期の慰謝料について）第１（総括基準）に規定する金額に

限るものとする。） 
  期  間 自 平成２３年３月１１日 至 平成２４年８月３１日 
３ 申立人Ｘ３と被申立人は、本件に関し、下記の各損害項目（下記の期間に

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力

は及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ① 避難費用のうち交通費 

        ② 精神的損害（ただし、中間指針第３の６（指針）Ⅰ）に規

双葉町（帰還困難区域）から避難した申立人ら（夫婦と成人の子）の自宅

土地建物について、子が既に仙台市に避難していること、夫が病気を抱えて

いること、夫婦の現在の避難先住居は手狭であり、申立人らは仙台市内の宅

地建物を購入する予定であることなどを考慮し、移住の合理性を認め、双葉

町の自宅土地のうち２００㎡につき、移住予定地付近の公示地価と自宅土地

の地価との差額分を上乗せした額が賠償された事例。 
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定する精神的苦痛に対する慰謝料（以下「日常生活阻害慰謝料」

という。）のうち、中間指針第３の６（指針）Ⅲ）に規定する

金額及び原子力損害賠償紛争解決センター総括基準（避難者の

第２期の慰謝料について）第１（総括基準）に規定する金額に

限るものとする。） 
  期  間 自 平成２３年３月１１日 至 平成２４年３月３１日 
 （但し、②については、自 平成２３年３月１１日 至 平成２４年８月３１日） 
第２ 和解金額 

 １ 申立人Ｘ１について 

被申立人は、申立人Ｘ１に対し、第１項の１記載の損害項目及び期間につい

ての和解金として１８８万９０００円の支払義務があることを認める。 

（内訳） 

① 避難費用のうち交通費       ６万９０００円 

② 精神的損害          １８２万００００円 
２ 申立人Ｘ２について 

被申立人は、申立人Ｘ２に対し、第１項の２記載の損害項目及び期間につい

ての和解金として１８２万００００円の支払義務があることを認める。 

（内訳） 

① 精神的損害          １８２万００００円 
 ３ 申立人Ｘ３について 

被申立人は、申立人Ｘ３に対し、第１項の３記載の損害項目及び期間につい

ての和解金として１８４万７０００円の支払義務があることを認める。 

（内訳） 

 ① 避難費用のうち交通費       ２万７０００円  

② 精神的損害          １８２万００００円 
第３ 支払方法 

（省略） 

第４ 清算事項 

  申立人らと被申立人は、第１項記載の損害項目の内、精神的損害項目以外

の損害項目（同項記載の期間に限り、その遅延損害金を含む。）について、本

和解に定めるもののほか、当事者間に何らの債権債務のないことを相互に確

認する。 

第５ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申

立人が記名押印の上、申立人らが１通を、被申立人が１通をそれぞれ保有する

ものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償

紛争解決センターに交付する。 

平成２４年１０月１５日 

 

 
（仲介委員長 及川健二、仲介委員 五島丈裕） 



 

 
 
 
 
 

和 解 契 約 書（一部） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ｘ１、申立人Ｘ２及び申立人Ｘ３と被申立人東京電力

株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

 ⑴ 申立人Ｘ１ 

申立人Ｘ１と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）

について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばな

いことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ① 宿泊謝礼 

        ② 賃借費用等 
       ③ 駐車場代 
       ④ レンタカー費用 
       ⑤ 家財購入費、被服費 
       ⑥ 食費増加費用 
       ⑦ ペット関連費用 
       ⑧ 一時立入り費用・交通費 
       ⑨ 一時立入り費用・宿泊費 
       ⑩ 避難慰謝料 
       ⑪ 財物損害（但し、福島県双葉郡双葉町○○所在の申立人ら

居宅内の動産） 
       ⑫ 弁護士費用（但し、上記①乃至⑪の損害項目及び平成２４

年１０月１５日付和解（一部）契約書に記載された損害項目

にかかるものに限る。）   
  期  間 損害項目①から⑨ 
       自 平成２３年３月１１日 
       至 平成２４年３月３１日 
       損害項目⑩ 
       自 平成２３年３月１１日 
       至 平成２４年８月３１日 
       損害項目⑫ 
       各損害項目に準じる。 
⑵ 申立人Ｘ２ 

申立人Ｘ２と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）

について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばな

双葉町（帰還困難区域）から避難した申立人ら（夫婦と成人の子）の自宅

土地建物について、子が既に仙台市に避難していること、夫が病気を抱えて

いること、夫婦の現在の避難先住居は手狭であり、申立人らは仙台市内の宅

地建物を購入する予定であることなどを考慮し、移住の合理性を認め、双葉

町の自宅土地のうち２００㎡につき、移住予定地付近の公示地価と自宅土地

の地価との差額分を上乗せした額が賠償された事例。 
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いことを相互に確認する。 

記 

損害項目  ① 生命身体損害・通院費 
       ② 生命身体損害・通院慰謝料 

     ③ 就労不能損害 

        ④ 弁護士費用（但し、上記①乃至③の損害項目にかかるもの

に限る。）   
  期  間 損害項目①から③ 
       自 平成２３年３月１１日 
       至 平成２４年３月３１日 
       損害項目④ 
       各損害項目に準じる。 
⑶ 申立人Ｘ３ 

申立人Ｘ３と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）

について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばな

いことを相互に確認する。 

記 

損害項目  ① 賃借費用 
       ② 就労不能損害 

       ③ 避難慰謝料 

       ④ 弁護士費用（但し、上記①乃至③の損害項目にかかるものに

限る。）   
  期  間 損害項目①及び② 
       自 平成２３年３月１１日 
       至 平成２４年３月３１日 
       損害項目③ 
       自 平成２３年３月１１日 
       至 平成２４年８月３１日 
       損害項目④ 
       各損害項目に準じる。 
２ 和解金額 

 ⑴ 申立人Ｘ１ 

被申立人は、申立人Ｘ１に対し、第１項所定の損害項目（同項所定の期間に

限る。）に対する和解金が８６６万４００１円であることを認める。 

（内訳） 

① 宿泊謝礼            ２９万４０００円 

② 賃借費用等           ２３万３４８５円 
   ③ 駐車場代            １０万６５００円 
   ④ レンタカー費用          ３万１１３２円 
   ⑤ 家財購入費、被服費       ４５万４０５５円 
   ⑥ 食費増加費用          １３万００００円 
   ⑦ ペット関連費用          ２万１６００円 
   ⑧ 一時立入り費用・交通費     １８万００５４円 
   ⑨ 一時立入り費用・宿泊費      ３万９０００円   
   ⑩ 避難慰謝料           ２１万００００円  



   ⑪ 財物損害           ６５５万００００円     
   ⑫ 弁護士費用           ４１万４１７５円   
⑵ 申立人Ｘ２ 

被申立人は、申立人Ｘ２に対し、第１項所定の損害項目（同項所定の期間に限 

る。）に対する和解金が１３４万４９８９円であることを認める。 

（内訳） 

① 生命身体損害・通院費         ５３００円 
   ② 生命身体損害・通院慰謝料     ３万３６００円 

 ③ 就労不能損害         １２６万６９１５円 

④ 弁護士費用            ３万９１７４円   

⑶ 申立人Ｘ３ 

被申立人は、申立人Ｘ３に対し、第１項所定の損害項目（同項所定の期間に限 

る。）に対する和解金が３８３万１４９３円であることを認める。 

（内訳） 

① 賃借費用            １６万４７１０円 
   ② 就労不能損害         ３３４万５１８６円 

   ③ 避難慰謝料           ２１万００００円 

   ④ 弁護士費用           １１万１５９７円 
３ 支払方法 

（省略） 

４ 確認事項 

  申立人らと被申立人は、第１項の損害項目（同項記載の期間に限る。また、

その遅延損害金を含む。）については、本和解に定めるもののほか、当事者間

に何らの債権債務のないことを相互に確認する。ただし、第１項⑴⑩、⑪、

同⑵②及び同⑶③の損害項目及び期間については、本和解に定める金額を超

える部分につき、清算の効力は及ばず、申立人らが被申立人に対して別途損

害賠償請求することを妨げないことを相互に確認する。 

５ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申

立人が署名（記名）押印の上、申立人らが１通を、被申立人が１通をそれぞれ

保有するものとする。また、被申立人は本和解契約書の写し１通を、原子力損

害賠償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年５月１７日 

 

 
（仲介委員長 及川健二、仲介委員 五島丈裕） 



 

 
 
 
 
 

和 解 契 約 書（一部） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ｘ１と被申立人東京電力株式会社（以下「被申立人」

という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目について和解することと

し、それ以外の点については、本和解の効力は及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目 財物損害（下記建物） 

記 

     所  在  双葉町大字○ 

     家屋番号  ○番○ 

     種  類  ○ 

     構  造  ○ 

     床 面 積  ○ 

２ 和解金額 

被申立人は、申立人に対し、第１項所定の損害項目に対する和解金が２２８

６万３７２６円であることを認める。 

３ 支払方法 

（省略） 

４ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立

人が署名（記名）押印の上、申立人が１通を、被申立人が１通をそれぞれ保有

するものとする。また、被申立人は本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠

償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年６月７日 

 

 

（仲介委員長 及川健二、仲介委員 五島丈裕） 

双葉町（帰還困難区域）から避難した申立人ら（夫婦と成人の子）の自宅

土地建物について、子が既に仙台市に避難していること、夫が病気を抱えて

いること、夫婦の現在の避難先住居は手狭であり、申立人らは仙台市内の宅

地建物を購入する予定であることなどを考慮し、移住の合理性を認め、双葉

町の自宅土地のうち２００㎡につき、移住予定地付近の公示地価と自宅土地

の地価との差額分を上乗せした額が賠償された事例。 
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和 解 契 約 書（全部） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」という。）

につき、申立人Ｘ１、申立人Ｘ２、及び申立人Ｘ３と被申立人東京電力株式会社（以下

「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

（１）申立人Ｘ１ 

申立人Ｘ１と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）に

ついて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばないことを

相互に確認する。 

記 

 ア 日常生活阻害慰謝料（平成 24 年 9月 1 日～平成 29年 5 月末日） 

 イ 財物損害・別紙物件目録１記載の土地 

 ウ 財物損害・別紙物件目録２記載の建物 

 エ 財物損害・別紙物件目録３記載の建物 

 オ 財物損害・別紙物件目録４記載の建物 

 カ 財物損害・別紙物件目録５記載の建物 

 キ 財物損害・別紙物件目録６記載の建物 

 ク 庭木外構 

 ケ 本件和解仲介に関する弁護士費用 

（２）申立人Ｘ２ 

  申立人Ｘ２と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に      

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ば

ないことを相互に確認する。 

記 

 ア 日常生活阻害慰謝料（平成 24 年 9月 1 日～平成 29年 5 月末日） 

 イ 本件和解仲介に関する弁護士費用 

（３）申立人Ｘ３ 

 申立人Ｘ３と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に      

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ば

ないことを相互に確認する。 

記 

 ア 日常生活阻害慰謝料（平成 24 年 9月 1 日～平成 29年 5 月末日） 

 イ 本件和解仲介に関する弁護士費用 

２ 和解金額 

（１）申立人Ｘ１ 

被申立人は、申立人Ｘ１に対し、第１項所定の損害項目（同項所定の期間に限る。）

双葉町（帰還困難区域）から避難した申立人ら（夫婦と成人の子）の自宅

土地建物について、子が既に仙台市に避難していること、夫が病気を抱えて

いること、夫婦の現在の避難先住居は手狭であり、申立人らは仙台市内の宅

地建物を購入する予定であることなどを考慮し、移住の合理性を認め、双葉

町の自宅土地のうち２００㎡につき、移住予定地付近の公示地価と自宅土地

の地価との差額分を上乗せした額が賠償された事例。 
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に対する和解金が５２４４万４２７７円であることを認める。 

（内訳） 

 ア 日常生活阻害慰謝料             609 万 0000 円 

 イ 財物損害・別紙物件目録１記載の土地     1561 万 3094 円 

 ウ 財物損害・別紙物件目録２記載の建物     2286 万 3726 円 

 エ 財物損害・別紙物件目録３記載の建物      173 万 6707 円 

 オ 財物損害・別紙物件目録４記載の建物      37 万 2015 円 

 カ 財物損害・別紙物件目録５記載の建物       46 万 5018 円 

 キ 財物損害・別紙物件目録６記載の建物       34 万 6655 円 

ク 庭木外構                    342 万 9559 円 

 ケ 本件和解仲介に関する弁護士費用         152 万 7503 円 

（２）申立人Ｘ２ 

被申立人は、申立人Ｘ２に対し、第１項所定の損害項目（同項所定の期間に限る。）

に対する和解金が５８７万１０００円であることを認める。 

（内訳） 

 ア 日常生活阻害慰謝料             570 万 0000 円 

 イ 本件和解仲介に関する弁護士費用        17 万 1000 円 

（３）申立人Ｘ３ 

被申立人は、申立人Ｘ３に対し、第１項所定の損害項目（同項所定の期間に限る。）

に対する和解金が６２７万２７００円であることを認める。 

（内訳） 

 ア 日常生活阻害慰謝料             609 万 0000 円 

 イ 本件和解仲介に関する弁護士費用        18 万 2700 円 

３ 支払方法 

（省略） 

４ 確認条項 

  申立人ら及び被申立人は、本和解契約書第１項（１）イ、ウ、エ、オ、カ及びキの

財物について、仮に本和解による賠償がその価額の全部の賠償である場合でも、その

支払いにかかわらず所有権は移転しないことを相互に確認する。 

５ 清算事項 

申立人らと被申立人は、第１項の損害項目（同項記載の期間に限る。）について、

以下の点を相互に確認する。 

ア 本和解に定める金額を超える部分につき、本和解の効力が及ばず、申立人らが被

申立人に対して別途損害賠償請求をすることを妨げない。但し、第１項（１）ケ、

（２）イ及び（３）イについては、本和解に定めるもののほか、当事者間に何らの

債権債務がない。 

イ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、申立人らは被申立人に対して別途

請求しない。 

６ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申立人が署

名（記名）押印の上、申立人らが１通を、被申立人が１通をそれぞれ保有するものとす

る。また、被申立人は本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに

交付する。 



平成２６年２月２６日 

（別紙物件目録省略） 

（仲介委員長 及川健二、仲介委員 五島丈裕） 


